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我が国におけるＩＰＭの推進と
国際的な動きについて

平成23年度 農研機構シンポジウム
チャの侵入新害虫チャトゲコナジラミの戦略的防除技術体系の確立を目指して [講演資料]
兼 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業
「チャの新害虫ミカントゲコナジラミの発生密度に対応した戦略的防除技術体系の確立」成果発表会［講演資料］
平成23年11月16日 キャンパスプラザ京都

消費・安全局植物防疫課

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の定義 （１）

利用可能なすべての防除技術を経済
性を考慮しつつ慎重に検討し、病害虫・
雑草の発生増加を抑えるための適切な
手段を総合的に講じるものであり、これ
を通じ、人の健康に対するリスクと環境
への負荷を軽減、あるいは最小の水準
にとどめる。

Ⅰ 農林水産省におけるＩＰＭ普及に向けた取組
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また、農業を取り巻く生態系の攪乱を
可能な限り抑制することにより、生態系
が有する病害虫及び雑草抑制機能を可
能な限り活用し、安全で消費者に信頼さ
れる農作物の安定生産に資する。

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の定義（２）

「総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）実践指針」より

ＩＰＭのメリット （１）

① 農業者にとってのメリット

病害虫・雑草の発生状況に対応した
最適な防除手段は、経済的に受け入
れ可能なコストにより、安全で消費者
に信頼される農作物の安定した生産を
確保できる。

労働力の低減が可能（農薬散布）
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ＩＰＭのメリット （２）

② 消費者にとってのメリット
人の健康に対するリスクと環境への

負荷を軽減、あるいは最小の水準にと
どめるＩＰＭの実践により化学農薬の
使用を必要最小限に抑える。

さらに、農作物の農薬使用履歴等
の栽培管理状況に関する情報が記録
されることにより、その情報を知る機会
を得る。

防除実施の判断
～ 病害虫や農作物がどの様
な状態なら防除するべきか ～

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の３つの基本

病害虫等の発生状況により
経済的被害が生じると判断

病害虫･雑草が発生し
にくい環境整備

様々な手法を組み
合わせた防除

① 予防

② 判断

③ 防除
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【予防的措置】

① 輪作、抵抗性品種の導入や土着天敵等の生態系が有する機能
を可能な限り活用すること等により、病害虫・雑草の発生しにくい
環境を整えること

・耕種的対策の実施（作期移動、排水対策等）

・輪作体系の導入

・抵抗性品種の導入

･種子消毒の実施

･土着天敵の活用

・伝染源植物の除去

・化学農薬による予防
（育苗箱施用、移植時の植穴処理等）

・フェロモン剤を活用した予防等

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の体系 （１）

輪作体系の導入

・フェロモン剤の活用

土着天敵の活用

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の体系 （２）

【判 断】

② 病害虫・雑草の発生状況の

把握を通じて、防除の要否及び

そのタイミングを可能な限り

適切に判断すること

・発生予察情報の活用

・圃場状況の観察 等

発生予察情報の活用 圃場状況の観察

病害虫等の発生状況が経
済的被害を生ずると判断

防除の実施

防除実施による
発生量

経済的
に許容
できる
レベル
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【防 除】

多様な手法による防除
・生物的防除（天敵等）
・物理的防除（粘着板等）
・化学的防除（化学農薬） 等

③ 防除が必要と判断された場合には、病害虫・雑草の発生を
経済的な被害が生じるレベル以下に抑制する多様な防除手段の
中から、適切な手段を選択して講じること

・生物的防除（天敵等）

・物理的防除（粘着板等）

・化学的防除（化学農薬） 等

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の体系 （３）

生物的防除（ｵﾝｼﾂﾂﾔｺﾊﾞﾁ） 物理的防除（黄色粘着版）

適切な手段を
総合的に講じる

化学的防除
（天敵に影響の少ない農薬使用）

ハモグリバエ類 → ハモグリコマユバチ

コナジラミ類 → オンシツツヤコバチ

アブラムシ類 → ショクガタタマバエ、コマレンアブラ
バチ

アザミウマ類 → ヒメハナカメムシ、カブリダニ

ハダニ類 → カブリダニ

ガ類 → 細菌類（ＢＴ剤等）

フェロモンの利用 →

弱毒ウイルスの利用

（参考）生物的防除（天敵等）
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防虫ネット

深耕

マルチ資材の利用を併用

（ビニールや稲わらマルチ等）

熱による土壌消毒

（太陽熱消毒、焼土、蒸気消毒等）

光反応を利用した防除

（光反射シート、紫外線除去フィルム、 黄色粘着
リボン、黄色蛍光灯等）

（参考）物理的防除（防虫ネット等）

害虫密度が高まり、天敵等では防除が追いつかない時
に、

次の点に注意しつつ、化学農薬を用いる。

① 安全使用基準の遵守

② 発生予察に基づく効果的防除（病害虫発生状況

の把握、適期防除）

③ 周辺環境への配慮（水系、周辺住民等）

④ 昆虫特有の生理機能に作用し、人や天敵には高
い安全性をもつ選択性の高い農薬の導入（ＩＧＲ
剤）

⑤ 製剤技術、施用技術の改善

（参考）化学的防除
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ほ場環境の整備

排水・高うね

ほ場内の雑草除去

適正施肥

その他の取組例

適地適作、輪作、植物の他感作用（アレロパ

シー）、作期移動、作物の間作及び混作、耐
病性及び抵抗性品種の導入

（参考）耕種的な措置

ＩＰＭに関する理解を促進し、その考え方
を正しく農業生産現場に反映させる。

農作業の各工程におけるＩＰＭを実践する
ための具体的な取組を示し、

農業者自身による目標の設定並びに各
取組について評価等を連続的に行うことが
できるＩＰＭ実践指標を策定する必要があ
る

ＩＰＭ実践指標の策定の必要性 （１）
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ＩＰＭ実践指標の策定の必要性 （２）

昨年度
の実施
状況

今年
度の
目標

今年度
の実施
状況

管理項目 管理ポイント

いもち病対
策

水田内の置き苗は、移植
後の補植が終了し、必要
がなくなったら早急に除
去、処分する。

農薬の使
用全般

農薬散布を実施する場合
には、適切な飛散防止措
置を講じた上で使用する。

ＩＰＭを実践す
る上で必要な
農作業の工程

各工程にお
ける具体的
な取組内容

(例)水稲のＩＰＭ実践指標

農業者自身が管理ポイン
ト毎に、前年の実施状況や
今年度の目標と照らし合わ
せ、取組の評価
を行う。
さらに、翌年

度の取組に
反映させる。

ＩＰＭ実践指標の策定の必要性 （３）

昨年度の
実施状況

今年度
の目標

今年度の
実施状況

管理項目 管理ポイント
病害虫発生
予察情報の
確認

病害虫防除所が発表する発
生予察情報を入手し、確認す
る。

○ ○ ○
いもち病対策 水田内の置き苗は、移植後の

補植が終了し、必要がなくなっ
たら早急に除去、処分する。

○ ○ ○
土着天敵
の確認

当該地域に通常生息している

天敵類の発生状況を確認する。 ○
農薬の使用
全般

農薬散布を実施する場合には、
適切な飛散防止措置を講じた
上で使用する。

○ ○
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病害虫・雑草の発生態様は、地域によっ
て様々であり、地域の実情を踏まえた最
適な防除手段を選択することが必要

各都道府県においては、ＩＰＭの趣旨に
基づき、具体的な実践指標を地域の実情
に応じて策定することが重要

ＩＰＭ実践指標の策定の必要性 （４）

○国がＩＰＭ実践指標モデルを提示

水稲、キャベツ、かんきつ、りんご、なし、施設トマト、施設い
ちご、大豆、さとうきび、茶、露地きくの１１作物で作成。

都道府県での技術確立への支援策として

病害虫管理体制整備事業（H15年度～）

（１）病害虫リスク管理体制整備
・病害虫防除におけるマスタープランの策定
・地域防除プログラムの策定

（２）高度発生予察技術確立

（３）土着天敵の同定方法への技術支援
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食の安全・安心確保対策交付金のうち
（現：消費・安全対策交付金）

「病害虫の防除の推進」（H17～21年度）
【事業内容】

１ ＩＰＭ普及推進

（１）ＩＰＭ実践指標の策定
（２）ＩＰＭ実践効果把握調査

２ ＩＰＭ実践地域の育成
３ 病害虫防除農薬環境リスク低減技術確立

H22拡充

１．先進技術を活用した総合防除体系の確立
２．病害虫防除農薬環境リスク低減技術確立
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年度別IPM実践指標策定の取組
（平成23年度計画含む）

0

20

40

60

80

100

120

140

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

種類数 年度毎の取組内容

改良

拡充

検証

策定

前調査

試験
前調査試験

策定

検証

拡充

改良

Ⅱ 日本におけるＩＰＭ普及の現状

IPM実践指標策定の対象作物

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18

普
通
作

果
菜
類

葉
茎
菜
類

根
菜
類

野
菜
類

果
樹
類

花
卉
類

そ
の
他

作物数



12

茶におけるＩＰＭ実践指標の策定

８県（埼玉県、静岡県、愛知県、三重県、奈
良県、福岡県、長崎県、熊本県）で茶のＩＰＭ
実践指標を策定

いずれも、普及指導や農業者の実践段階に
あり、地域で活用されている。

予察情報や圃場観察により、病害虫の
発生動向を把握し、防除実施を判断

→ 黄色粘着トラップやフェロモン
トラップの利用

天敵（ハダニアザミウマ、カブリダニ
類、テントウムシ類など）の活用

→ 天敵に影響の少ない農薬の使用

性フェロモンによるハマキムシ類等の
交信かく乱

茶のＩＰＭ技術
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バンカープランツの利用

病害虫に抵抗性のある品種の導入

整枝・せん定

微生物剤（病害性ウイルス、ＢＴ）の使
用

病害虫の発生源となる雑草や樹木の除去

防風ネットの使用

茶のＩＰＭ技術（２）

スプリンクラーによる散水（クワシロカ
イガラムシ対策）

黄色ナトリウム灯の利用（チャノホソガ
対策）

誘蛾灯による誘殺

茶のＩＰＭ技術（3）
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黄色粘着板トラップ

スプリンクラーによる散水
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チャの新害虫チャトゲコナジラミ
の防除マニュアル

農業現場では、薬剤抵抗性病害虫が問題
となっており、その対策としても農薬使
用を低減するＩＰＭが注目されている。

ＩＰＭの実施のため、追加資材を投入す
ると、コストが上昇する。

ＩＰＭの実践による効果や経営上のメリ
ットが不明確。

農家による防除実施の判断が困難。

ＩＰＭ普及の課題
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ＩＰＭの普及に向けた技術的課題

ＩＰＭ実践度の測定手法の確立

ＩＰＭ実践効果の測定手法の確立

（環境影響、経営効果等）

農家が利用可能な要防除水準の確
立

農薬に代わる防除技術、選択性の
高い農薬の開発

国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）によ
るＩＰＭの推進

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）による

ＩＰＭの推進

ＥＵは、加盟国に対し2014年までにＩＰ
Ｍ推進に向けた国家行動計画の策
定を義務づけ

Ⅲ ＩＰＭをめぐる国際的な状況
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ＦＡＯにおけるＩＰＭの取組背景

2050年までに70％以上の食料増産

農業生産の向上

（生産の効率化：不要な化学物質、エ
ネルギー、労力の軽減）

食料廃棄物の削減

自然資源の保護

（水、生物多様性、土地）

ＦＡＯにおけるＩＰＭ

食料生産における殺虫剤使用を５０％
以下に削減

毒性の高い農薬の削減

ＩＰＭに関する制度を強化

制限要因（殺虫剤への補助）の排除

動機の強化（証明、環境直接支払い）
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農薬のリスク低減のキーテクノロジーと
して、ＩＰＭを位置付け

ＩＰＭの世界的な推進に向け、各国の取
組状況の情報共有や今後の推進方向を検
討するために2011年10月16日～19日にワ
ークショップを実施

ワークショップの検討結果を基に、ＩＰ
Ｍの推進に向けて加盟国での今後の議論
を予定

ＯＥＣＤにおけるＩＰＭ

日本と同様、国際的にも環境や人
へのリスクに配慮した病害虫防除が
求められている。

もちろん農業の生産性向上、低コ
スト化も重要。

低リスク・低コストな病害虫防除を
実施するため、ＩＰＭの重要性が世界
的に認識
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まとめ

ＩＰＭは、労力やコスト削減、難防除
病害虫対策など、ニーズがある

しかし、普及に向けた課題も

技術開発や関係者の理解促進によ
り、課題を解決し、ＩＰＭの普及
を促進！


